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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体流れシステムのためのモジュラー式システムにおいて、
　流体材料を供給するためのモジュラー式供給組立体と、
　複数の独立の計量ステーションを具備したモジュラー式計量組立体であって、前記複数
の独立の計量ステーションの各々が、所定量の前記流体材料を複数のアプリケータへ向け
て出力する複数の独立の計量ポンプと、該複数の独立の計量ポンプを駆動するための１つ
のモータとを具備して成るモジュラー式計量組立体と、
　前記流体を供給するためのモジュラー式供給組立体を
　前記流体材料がモジュラー式供給組立体から前記複数の独立の計量ステーションの複数
の計量ポンプへ供給可能とするのみならず、前記モジュラー式供給組立体と前記モジュラ
ー式計量組立体とを着脱自在とし、以って、種々のモジュラー式供給組立体と種々のモジ
ュラー式計量組立体とを互いに交換可能にモジュール式に連結可能となるように、前記流
体材料を供給するためのモジュラー式供給組立体を、複数の独立の計量ステーションを具
備した前記モジュラー式計量組立体に着脱自在に連結するための手段とを具備するモジュ
ラー式システム。
【請求項２】
　前記モジュラー式供給組立体を前記モジュラー式計量組立体に連結する手段は、前記モ
ジュラー式供給組立体と前記モジュラー式計量組立体とが共に一体的ユニットとして連結
する、前記モジュラー式供給組立体および前記モジュラー式計量組立体の壁部材にそれぞ
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れ取付けられた第１と第２の締結手段を具備する請求項１に記載のモジュラー式システム
。
【請求項３】
　前記第１の締結手段が、前記モジュラー式供給組立体および前記モジュラー式計量組立
体の壁部材の一方に固定されたクランプブラケットを具備し、前記第２の締結手段が、前
記モジュラー式供給組立体および前記モジュラー式計量組立体の壁部材の他方に、第１と
第２の位置の間で回転自在に取付けられた回転クランプ部材を具備しており、前記第１の
位置において、前記回転クランプ部材が、前記モジュラー式供給組立体および前記モジュ
ラー式計量組立体の壁部材の前記一方に固定された前記クランプブラケットから離脱し、
前記第２の位置において、前記回転クランプ部材が、前記モジュラー式供給組立体および
前記モジュラー式計量組立体の壁部材の前記一方に固定された前記クランプブラケットに
係合するようにした請求項２に記載のモジュラー式システム。
【請求項４】
　更に、前記モジュラー式計量組立体内に配設され、前記モジュラー式計量組立体内に配
設された前記複数の独立の計量ステーションへ前記流体を分配するための分配マニフォー
ルドを具備する請求項１に記載のモジュラー式システム。
【請求項５】
　前記モジュラー式供給組立体を前記モジュラー式計量組立体に連結する手段は、前記モ
ジュラー式供給組立体と前記モジュラー式計量組立体の前記分配マニフォールドの壁部材
にそれぞれ取付けられた第１と第２の締結手段を具備し、前記モジュラー式供給組立体お
よび前記モジュラー式計量組立体が、一体的ユニットとして互いに連結されるようにした
請求項４に記載のモジュラー式システム。
【請求項６】
　前記第１の締結手段が、前記モジュラー式供給組立体および前記モジュラー式計量組立
体の壁部材の一方に固定されたクランプブラケットを具備し、前記第２の締結手段が、前
記モジュラー式供給組立体および前記モジュラー式計量組立体の壁部材の他方に、第１と
第２の位置の間で回転自在に取付けられた回転クランプ部材を具備しており、前記第１の
位置において、前記回転クランプ部材が、前記モジュラー式供給組立体および前記モジュ
ラー式計量組立体の壁部材の前記一方に固定された前記クランプブラケットから離脱し、
前記第２の位置において、前記回転クランプ部材が、前記モジュラー式供給組立体および
前記モジュラー式計量組立体の壁部材の前記一方に固定されたに係合するようにした請求
項５記載のモジュラー式システム。
【請求項７】
　前記モジュラー式供給組立体を前記モジュラー式計量組立体に着脱自在に連結するため
の前記手段が、前記モジュラー式供給組立体を前記モジュラー式計量組立体に相互連結す
るための少なくとも１つの連通ホース部材を具備する請求項１に記載のモジュラー式シス
テム。
【請求項８】
　更に、前記複数の独立の計量ステーションが前記分配マニフォールドから外されたとき
に、前記分配マニフォールドと、前記複数の独立の計量ステーションのうちの１つとの何
れか一方からの前記流体材料の意図しない漏洩を防止するように、前記モジュラー式計量
組立体の前記分配マニフォールドおよび前記複数の独立の計量ステーションの各々内に設
けられたポート位置に配設され、反対向きに配置された逆止弁手段を具備した請求項４に
記載のモジュラー式システム。
【請求項９】
　更に、前記モジュラー式計量組立体の前記分配マニフォールドと前記モジュラー式供給
組立体とが分離されたときに、前記分配マニフォールドと、前記モジュラー式供給組立体
との何れか一方からの前記流体材料の意図しない漏洩を防止するように、前記モジュラー
式計量組立体の前記分配マニフォールド内に設けられたポート位置および前記モジュラー
式供給組立体内に設けられたポート位置に配設され、反対向きに配置された逆止弁手段を
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具備する請求項４に記載のモジュラー式システム。
【請求項１０】
　前記モジュラー式計量組立体を構成する前記複数の独立の計量ステーションの少なくと
も１つが、前記モジュラー式計量組立体内に配設されている請求項１記載のモジュラー式
システム。
【請求項１１】
　前記モジュラー式計量組立体を構成する前記複数の独立の計量ステーションの少なくと
も１つが、前記モジュラー式計量組立体の外部に配設されている請求項１記載のモジュラ
ー式システム。
【請求項１２】
　前記モジュラー式供給組立体が、内蔵された流体容器と、前記流体容器から前記モジュ
ラー式計量組立体へ前記流体を供給するための供給ポンプとを有したモジュラー式タンク
組立体を具備する請求項１に記載のモジュラー式システム。
【請求項１３】
　前記モジュラー式供給組立体が、遠隔配置された流体容器に連結するようにしたモジュ
ラー式ポンプ組立体であって、前記流体を前記流体容器から前記モジュラー式計量組立体
へ供給するためのモジュラー式ポンプ組立体を具備する請求項１に記載のモジュラー式シ
ステム。
【請求項１４】
　更に、前記モジュラー式計量組立体に連通し、複数の独立の計量ステーションを具備し
た少なくとも１つの付加的モジュラー式計量組立体を具備し、前記複数の独立の計量ステ
ーションの各々が、所定量の前記流体材料を複数のアプリケータへ向けて出力するための
複数の計量ポンプを具備する請求項１に記載のモジュラー式システム。
【請求項１５】
　更に、前記少なくとも１つの付加的モジュラー式計量組立体を前記モジュラー式計量組
立体に連通させる手段を具備する請求項１４に記載のモジュラー式システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概括的にホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の供給システムに関し、
特に、新規に改良されたホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を供給するためのモジ
ュラー式システムであって、例えば、内部に複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性
材料の計量ステーションを有し、モジュラー式ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料
のタンクまたは供給組立体に連通するように着脱自在に取付けられたモジュラー式計量シ
ステムに関する。或いは、前記複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の計量ス
テーションのうち１または複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の計量ステー
ションを、モジュラー式計量組立体に連通するように外部に着脱自在に配設するようにし
てもよい。更に、１または複数のモジュラー式計量組立体を元々のモジュラー式計量組立
体に連通するように着脱自在に配設するようにしてもよい。こうして、モジュラー式シス
テム全体の多用途性と融通性を高め、エンドユーザまたは顧客によって要求されるであろ
うホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の種々の或いは異なる堆積または塗布処理に
効果的に適用可能または実施可能となる。
【背景技術】
【０００２】
　ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の種々のまたは異なる堆積または塗布処理を
実施するために用いられるホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の供給に関連して、
従来の方法は、特定の所与の用途条件またはパラメータに依存または用途条件またはパラ
メータの関数に影響され、特定の或いは特別の構造のシステムが設計、製造、設置されて
いる。容易に理解されるように、反対の或いは逆の視点または観点から考えると、工業的
には周知となっていように、異なる堆積または塗布処置は、異なる構造のシステムが設計
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、製造、販売、設置される。例えば、異なる堆積または塗布処理には、異なるサイズのホ
ットメルト接着剤その他の熱可塑性材料供給ユニットまたはタンクが必要となろう。また
、例えば、異なる材料出力体積パラメータまたは条件の堆積または塗布処理には、ホット
メルト接着剤その他の熱可塑性材料の、異なる計量ポンプ組立体を使用または採用しなけ
ればならないだろう。或いは、更に、異なる堆積または塗布処理において、例えば、ホッ
トメルト接着剤その他の熱可塑性材料の供給システム全体を構成する種々の流体流れライ
ンまたは管路で生じる圧力損失の低減または圧力値の最適化には、ホットメルト接着剤そ
の他の熱可塑性材料の計量ポンプ装置およびそのアプリケータを、ホットメルト接着剤そ
の他の熱可塑性材料の供給ユニットまたはタンクの近傍に配置することを指示する或いは
必要とするであろう。
【０００３】
　更に、特定のプラントまたは製造設備、つまり、例えば、特定の製造ラインの特別のパ
ラメータ特性またはロジスティックパラメータ特性から、ホットメルト接着剤その他の熱
可塑性材料の計量ポンプ組立体およびアプリケータを、ホットメルト接着剤その他の熱可
塑性材料の供給ユニットまたはタンクから遠隔配置することが指示されたり必要となるこ
ともあろう。従って、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の種々の或いは異なる堆
積または塗布処理を実施するための種々の製造ラインに関連して、特定の製造設備でホッ
トメルト接着剤その他の熱可塑性材料の様々な供給システムが選択または設置されるとす
ると、種々の供給システムをあらゆる製造プラントまたは製造設備に組み込むことは非常
に費用を要する。つまり、別の視点または観点からは、異なる製造プラントまたは製造設
備は、こうした種々の供給システムに適合しなければならないことは容易に理解されよう
。また、更に、特定の供給システムを、あるタイプの供給システムから他のタイプの供給
システムへ改装する間、こうした改装工程に関連して含まれるコストによって、改装工程
を経済的に行うことができない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従って、この技術分野には、例えば、システム内の種々の構成要素を入替え可能とした
り、交換可能とすることにっよって、或いは、例えば、供給システムの創業を拡張するこ
とによって、多くの異なる様々な固定された供給システム或いは永久的な供給システムを
建設または構築することなく、種々の異なる作動パラメータまたは条件を有し或いは種々
の異なる作動パラメータまたは条件によって特徴付けられる種々の異なる堆積または塗布
処理を容易に行うことができるようにした多用途性と融通性とを有した、新規の改良され
たホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の供給システムの必要性がある。更に、種々
の計量装置またはアプリケータヘッドへ供給される個々の流体を条件に応じて独立に制御
する流体制御システムの必要性がある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上述した目的および他の目的は、本発明の技術と原理によるホットメルト接着剤その他
の熱可塑性材料を供給するための新規の改良されたモジュラー式システムによって達成さ
れる。該モジュラー式システムでは、例えば、複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑
性材料の計量ステーションを内蔵したモジュラー式計量組立体が、モジュラー式ホットメ
ルト接着剤その他の熱可塑性材料のタンクまたは供給組立体に連通するように着脱自在に
取付けられる。或いは、前記複数の複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の計
量ステーションのうち１または複数の複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の
計量ステーションが、モジュラー式計量組立体の外部に同モジュラー式計量組立体に連通
するように着脱自在に取付けられる。或いは、１または複数のモジュラー式計量組立体が
、最初の或いは元々のモジュラー式計量組立体に連通するように着脱自在に取付けられる
。こうして、全モジュラー式システムは、特定のエンドユーザまたは顧客によって要求さ
れる種々の異なるホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料堆積または塗布処理に適合す
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る或いは実施可能とする多用途性と融通性とを有する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】本発明の原理および技術により構成された、新規の改良されたホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料を供給するためのモジュラー式システムの第１の実施形態および
関連部品の斜視図であり、モジュラー式タンク組立体とは独立に該モジュラー式タンクか
ら遠隔配置されているモジュラー式計量組立体を示す図である。
【図２】本発明の原理および技術により構成された、新規の改良されたホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料を供給するためのモジュラー式システムの第２の実施形態の図１
と同様の斜視図であり、モジュラー式タンク組立体に固定され、該モジュラー式タンク組
立体と共に一体的な組立体を形成するモジュラー式計量組立体を示す図である。
【図３】モジュラー式タンク組立体の内部構成要素およびモジュラー式計量組立体の内部
構成要素を示す図１と同様の斜視図であり、明瞭に示すために、モジュラー式計量組立体
の幾つかの構成要素を分解して示す図である。
【図４】分配マニフォールドの上壁部材および前壁部材に取付けた計量ステーションイン
ターフェース、分配マニフォールド内に形成された、ホットメルト接着剤その他の熱可塑
性材料を分配マニフォールドへ供給する流体管路およびホットメルト接着剤その他の熱可
塑性材料を分配マニフォールドから受入れる流体管路と共に示すモジュラー式計量組立体
の分配マニフォールドの側面図である。
【図４ａ】図４に示した分配マニフォールドの矢視線４ａ－４ａに沿う断面図である。
【図４ｂ】図４ａに示した分配マニフォールドの矢視線４ｂ－４ｂに沿う断面図である。
【図４ｃ】図４ａに示した分配マニフォールドの矢視線４ｃ－４ｃに沿う断面図である。
【図５】図２に示した一体形モジュラー式タンク組立体-モジュラー式計量組立体の矢視
線５－５に沿う断面図である。
【図６】ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の収集ハウジング、分配マニフォール
ド、および、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の収集ハウジングと分配マニフォ
ールドとに取付けられ、分配マニフォールドをホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料
の収集ハウジングに着脱自在に取付けるための回転式クランプ締結組立体の部分斜視図で
あり、分配マニフォールドをホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の収集ハウジング
から取外可能とする解除位置にある回転式クランプ締結組立体を示すである。
【図７】図６と同様の部分斜視図であり、分配マニフォールドをホットメルト接着剤その
他の熱可塑性材料の収集ハウジングに固定する固定位置にある回転式クランプ締結組立体
を示すである。
【図８】モジュラー式計量組立体がモジュラー式ポンプ組立体に固定され、該モジュラー
式ポンプ組立体と共に一体的組立体を形成し、かつ、モジュラー式タンク組立体がモジュ
ラー式ポンプ組立体から独立し、該モジュラー式ポンプ組立体から遠隔配置されるように
した、本発明の原理および技術により構成された、新規の改良されたホットメルト接着剤
その他の熱可塑性材料を供給するためのモジュラー式システムの第３の実施形態を示す図
５と同様の断面図である。
【図９】複数の計量ステーションのうち１または複数の計量ステーション、または、複数
の計量ステーションの全てが、モジュラー式計量組立体およびモジュラー式計量組立体内
に配設された分配マニフォールドの外部に遠隔配置されるようにした、本発明の原理およ
び技術により構成された、新規の改良されたホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を
供給するためのモジュラー式システムの第４の実施形態の図３と同様の斜視図である。
【図１０】本発明の原理および技術により構成された新規の改良されたホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料を供給するためのモジュラー式システムの第５の実施形態の図１
、９と同様の斜視図であり、元々のまたは当初のモジュラー式計量組立体および該モジュ
ラー式計量組立体内に配設された分配マニフォールドから離して直列に連結可能な１また
は複数の付加的モジュラー式計量組立体を示す図である。
【発明を実施するための形態】
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【０００７】
　添付図面を参照して後述する詳細な説明から本発明の種々の特徴および付随する利点が
明らかとなろう。添付図面において同様の構成要素または対応する構成要素には同じ参照
番号が付されている。
【０００８】
　添付図面、特に図１を参照すると、新規の改良されたホットメルト接着剤その他の熱可
塑性材料を供給するためのモジュラー式システムの第１の実施形態が図示されており、そ
してその全体が参照番号100にて指示されている。より詳細には、新規の改良された供給
システム100は、内部に溶融したホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を貯留したモ
ジュラー式タンク組立体102と、モジュラー式計量組立体104とを具備している。モジュラ
ー式計量組立体内には複数の計量ステーションが配設されており、各計量ステーションは
、詳細に後述するように、所定量の或いは正確に計量された量のホットメルト接着剤その
他の熱可塑性材料を出力する複数の計量ギアポンプを具備している。ホットメルト接着剤
その他の熱可塑性材料を供給するための新規の改良されたモジュラー式システム100の更
なる構造上の特徴によれば、モジュラー式タンク組立体102は、モジュラー式タンク組立
体102内のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を所定の一定圧力に加圧する主ポン
プ106を具備している。該加圧されたホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、モジ
ュラー式計量組立体104内に配設された複数の計量ギアポンプの要求に基づいて或いは同
ギアポンプの要求の関数として様々な体積流量で、モジュラー式タンク組立体102の前壁
部材110に形成された流体供給出口ポート108および流体供給管路112によってモジュラー
式計量組立体104へ供給される。流体供給管路は、加熱された適当なホースを具備するこ
とができる。使用されなかったホットメルト接着剤または熱可塑性材料は、流体戻り管路
114および流体戻り入口ポート116によって、モジュラー式計量組立体104からモジュラー
式タンク組立体102へ帰還する。流体戻り入口ポートもモジュラー式タンク組立体102の前
壁部材110に形成されている。
【０００９】
　本発明の第１の実施形態の原理および技術によれば、モジュラー式計量組立体104は、
モジュラー式タンク組立体102とは独立しており、かつ、様々な所定長さの流体供給管路1
12および流体戻り管路114の長さによって、モジュラー式タンク組立体から遠隔配置され
ていることは理解されよう。更に、モジュラー式計量組立体104の前壁部材118には、例え
ば、１６個の流体供給出口ポート120が配設されており、該１６個の流体供給出口ポート1
20は、４組または４列に配列され、流体供給出口ポート120の各組または各列は４つの別
個の流体供給出口ポート120を具備している。以下の説明から明らかとなるように、モジ
ュラー式計量組立体104内に配設された複数の計量ステーションの複数の計量ギアポンプ
の出口は、複数の流体供給出口ポート120に連通しており、参照番号122にて指示する複数
のアプリケータホースが、複数の流体供給出口ポート120に各々連通し、所定の或いは正
確に計量された量のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、ホットメルト接着剤ま
たは熱可塑性材料アプリケータヘッドに供給されるようになっている。
【００１０】
　次に図２を参照すると、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を供給するための新
規の改良されたモジュラー式システム第２の実施形態の全体が参照番号200にて指示され
ている。第２の実施形態によるモジュラー式システム200は、後述する点を除いて、図１
に示す第１の実施形態によるモジュラー式システム100と概ね同様である。従って、簡単
化のために、第２の実施形態のモジュラー式システム200の詳細な説明は省略し、第１と
第２の実施形態のモジュラー式システム100、200の相違点のみ説明する。更に、第１と第
２の実施形態によるモジュラー式システム100、200構成要素は類似するので、第２の実施
形態によるモジュラー式システム200において第１の実施形態によるモジュラー式システ
ム100に対応する構成要素には、200番台の同じ参照番号が付されている点に注意されたい
。より詳細には、第１と第２のモジュラー式システム100、200の１つの相違点は、第２の
実施形態によるもモジュラー式システム200の原理および技術によれば、モジュラー式計
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量組立体204が、モジュラー式タンク組立体202に固定されており、効果的に一体的単一ユ
ニットを形成するようになっている点である。後述する協働締結手段が、モジュラー式タ
ンク組立体202の前壁部材２１０およびモジュラー式計量組立体204の後壁部材２２４に取
付けられており、モジュラー式計量組立体204をモジュラー式タンク組立体202に着脱自在
に固定するようになっている。更に、このよにモジュラー式計量組立体２９４がモジュラ
ー式タンク組立体202へ取付けられ、上述のように一体構成となっているので、第１の実
施形態によるモジュラー式システム100の特徴であるモジュラー式タンク組立体102をモジ
ュラー式計量組立体104に相互連結する流体供給管路112および流体戻り管路114を省略す
ることができる。
【００１１】
　次に図３を参照し、そして第１の実施形態によるモジュラー式システム100を開示する
図１を再び参照して、モジュラー式タンク組立体102およびモジュラー式計量組立体104の
内部構造を詳細に説明する。より詳細には、モジュラー式タンク組立体102は、その内部
にホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー126が配設されており
、該ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー内に、溶融したホッ
トメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、所定の望ましい温度レベルおよび粘度に維持さ
れている。主ポンプ106は、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料をホットメルト接
着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー126から受取り、該材料を所定の圧力値
へ加圧し、該加圧された材料を流体供給管路112を介してモジュラー式計量組立体104へ供
給する。図３から容易に理解されるように、モジュラー式計量組立体104は、分配マニフ
ォールド128を内部に有しており、該分配マニフォールド128は、例えば、４つの計量ステ
ーション130、132、134、136のような、該分配マニフォールドに固定、連通する複数の計
量ステーションを有している。４つの計量ステーション130、132、134、136は、モジュラ
ー式計量組立体104の外部に配設されているように図示されているが、該４つの計量ステ
ーション130、132、134、136は、単に図示する目的からモジュラー式計量組立体104に対
して単純に分解した形式で図示されており、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料を
下流側のアプリケータヘッドへ供給する該計量ステーション130、132、134、136は、新規
の改良されたモジュラー式システムの第１の実施形態の原理および技術によれば、モジュ
ラー式計量組立体104の内部に配置するようになっている。
【００１２】
　更に、複数の取付ブラケット138、140、142、144が、モジュラー式計量組立体104内に
固定されており、複数の計量ステーション130、132、134、136は、各々、該複数の取付ブ
ラケットに取付けられるようになっている。更に、複数の計量ステーション130、132、13
4、136の各々は、一組の計量ギアポンプ146、148、150、152、歯車組立体162、164、166
、168を介して各組の計量ギアポンプ146、148、150、152を回転駆動するための駆動モー
タ154、156、158、160、および、分配マニフォールド128と各組の計量ギアポンプ146、14
8、150、152との間を連通させるインターフェース170、172、174、176を具備している。
更に、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の流体供給通路178、180、182、184、お
よび、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の流体戻り通路186、188、190、192が、
分配マニフォールド128と、計量ギアポンプ146、148、150、152の各々の組に関連するイ
ンターフェー170、172、174、176との間に形成されている。更に、４組の計量ギアポンプ
146、148、150、152は、例えば、４つの直列に配置された計量ギアポンプを具備しており
、従って、モジュラー式計量組立体104内に配設された分配マニフォールド128に連通する
全計量ギアポンプの個数は１６個であり、その流体出力は、図１に示すように、モジュラ
ー式計量組立体104の前壁部材118に形成された流体供給出口ポート120に連通している。
【００１３】
　ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の供給および戻りに関連して、ホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー126内に貯留されているホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料は、主ポンプ106によって、モジュラー式タンク組立体102の
前壁部材110に形成されている流体供給出口ポート108へ供給され、そして、ホットメルト
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接着剤その他の熱可塑性材料は、流体供給管路112を介して、分配マニフォールド128へ供
給され、更に、分配マニフォールドから、該ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は
、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の流体供給通路178、180、182、184およびイ
ンターフェース170、172、174、176によって、計量ギアポンプ146、148、150、152の各々
に供給される。反対に、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー
126へ戻されるべきホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、計量ギアポンプ146、14
8、150、152の各々の組から、各インターフェース170、172、174、176、ホットメルト接
着剤その他の熱可塑性材料の流体戻り通路186、188、190、192、分配マニフォールド128
、および、流体戻り管路114を介して帰還する。
【００１４】
　更に図３および図４～図４ｃを参照すると、計量ステーション130、132に連通するイン
ターフェース170、172は、分配マニフォールド128の上壁部材194に取付けられるようにな
っており、計量ステーション134、136に連通するインターフェース174、176は、分配マニ
フォールド128の前壁部材196に取付けられるようになっている。更に、図４～図４ｃを参
照して、分配マニフォールド128内に形成され、インターフェース170、172、174、176へ
延び、そして、インターフェース170、172、174、176から延びる異なるホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料の流体供給通路および流体戻り通路、および、それに連通する計
量ギアポンプ146、148、150、152を説明する。より詳細には、図４、４ａ、４ｃおよび図
３から理解されるように、モジュラー式タンク組立体102の前壁部材110に連通し、該前壁
部材から延設された流体供給管路112は、入口ポート230によって、分配マニフォールド12
8の後壁部材198の下方部分に連通している。長手方向に配向された第１の水平流体供給通
路232は、入口ポート230から流体供給管路112の方へ分配マニフォールド128内へ延びて、
分配マニフォールド128の前壁部材196に配設されたインターフェース174、176の一方（第
１のインターフェース）に連通し、長手方向に配向された第１の水平流体供給通路232に
連通する第１の鉛直に配向された流体供給通路234は、分配マニフォールド128の上壁部材
に配設されたインターフェース170、172の一方（第１のインターフェース）に連通してい
る。
【００１５】
　更に、横断方向に配向された第２の水平流体供給通路236は、図４に示すように、第１
の水平流体通路232を第３の水平流体通路238に連通させる。第３の水平流体通路は、図４
ａに示すように、第１の水平流体通路232に対して実質的に平行に延び、ホットメルト接
着剤その他の熱可塑性材料を、分配マニフォールド128の前壁部材196に配設されたインタ
ーフェース174、176の他方（第２のインターフェース）に供給する。第１の鉛直に配向さ
れた流体通路234に実質的に平行な第２の鉛直に配向された流体供給通路240は、第３の水
平流体通路238に連通しており、分配マニフォールド128の上壁部材194に配設されたイン
ターフェース170、172の他方（第２のインターフェース）へホットメルト接着剤その他の
熱可塑性材料を供給するようになっている。第１と第２の鉛直に配向された流体通路234
、240沿いに流通した後に、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、図３に略示す
る流体通路178、180へ効果的に導入され、各々インターフェース170、172へ流入し、該イ
ンターフェースからホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は、計量ステーション130
、132の計量ギアポンプ146、148へ供給される。同様の流体流れ通路が、インターフェー
ス174、176および計量ステーション134、136の計量ギアポンプ150、152へのホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料の供給についても形成される。
【００１６】
　計量ステーション130、132、134、136から分配マニフォールド128を介してモジュラー
式タンク組立体102のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器または貯留タンク1
26へ戻るホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の帰還に関連して、図４、４ａ、４ｂ
および図３を参照すると、分配マニフォールド128へのホットメルト接着剤その他の熱可
塑性材料の供給と同様に、分配マニフォールド128には、計量ステーション130、132、134
、136のインターフェース170、172、174、176を流体戻り管路114に連通させる種々の内部
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通路が設けられている。より詳細には、流体戻り管路114は、分配マニフォールド128の後
壁部材198に連通し、該後壁部材から流体出口通路242を介して延設され、モジュラー式タ
ンク組立体102の流体戻り入口ポート116へ連通している。第１の鉛直に配向された流体戻
り通路244が、分配マニフォールド128内で、分配マニフォールド128の上壁部材194に設け
られたインターフェース170、172の一方（第１のインターフェース）から下方に延び、そ
して、長手方向に配向された第１の水平流体戻り通路246が、分配マニフォールド128内で
、分配マニフォールドの前壁部材196に設けられたインターフェース174、176の一方（第
１のインターフェース）から内方へ延びている。
【００１７】
　第１の鉛直に配向された流体戻り通路244および長手方向に配向された第１の水平流体
戻り通路246は、第２の水平に配向された流体戻り通路248に連通しており、該第２の水平
に配向された流体戻り通路は、流体出口通路242に連通している。図４ａに示すように、
インターフェース170、172の他方（第２のインターフェース）に連通する第２の鉛直に配
向された流体戻り通路250は、第１の鉛直に配向された流体戻り通路244に実質的に平行に
延設し、かつ、流体出口通路242への第２の水平に配向された流体戻り通路248に連通する
ように、分配マニフォールド128内に配設されている。更に、インターフェース174、176
の他方（第２のインターフェース）を第２の水平に配向された流体戻り通路248および流
体出口通路242に連通させるために、第３の水平に配向された流体戻り通路252が設けられ
ており、こうして、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、計量ステーション130
、132、134、136から流体戻り通路186、188、190、192、分配マニフォールド128および流
体戻り管路114沿いにホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパーへ
帰還するようになっている。
【００１８】
　例えば、複数のインターフェース170、172、174、176と分配マニフォールド128との間
のに形成される複数の供給側インターフェースおよび戻り側インターフェース、例えば、
流体供給管路112と分配マニフォールド128との間に形成されるインターフェース、および
、例えば、流体戻り管路114と分配マニフォールド128との間に形成されるインターフェー
スに関連して、分配マニフォールド128に組み込まれた逆止弁のみが図示されているが、
一対の反対向きに配置された逆止弁が、図４ｂで参照番号254、256で示すように、各々分
配マニフォールド128と複数のインターフェース170、172、174、176との連結部において
該分配マニフォールドおよび複数のインターフェースに組み込まれている。同様に、一対
の反対向きに配置された逆止弁が、図４ｃ、４ｂで参照番号258、260で示すように、分配
マニフォールド128と流体供給、流体戻り管路112、114との連結部において、分配マニフ
ォールドおよび流体供給、流体戻り管路に組み込まれている。このように、逆止弁254、2
56、258、260を反対向きに配置することによって、上記インターフェースからホットメル
ト接着剤その他の熱可塑性材料が噴出したり漏れたりすることなく、これら構成要素を種
々の構成要素から分離可能となる。例えば、流体供給、戻り管路112、114に関連して、該
管路112、114を、適当なネジ継手等によって、分配マニフォールド128およびモジュラー
式タンク組立体102に着脱自在に連結するようにできる。
【００１９】
　図５および第２の実施形態によるモジュラー式システム200を示す図２を参照して、モ
ジュラー式タンク組立体202および該モジュラー式タンク組立体のモジュラー式計量組立
体204への連結を詳細に説明する。より詳細には、モジュラー式タンク組立体202内には、
主ポンプ206およびホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー126と
同様のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー226が配設されて
いる。モジュラー式計量組立体204内には、分配マニフォールド128と同様の分配マニフォ
ールド228が配設されている。ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホ
ッパー226内には、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料262が貯留されており、ホッ
トメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器またはホッパー226の低端部または底部には
開口部264が形成されており、溶融したホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料262が、
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水平に配向された収集通路266内へ吐出され、該水平に配向された収集通路はポンプ供給
通路268に連通し、該ポンプ供給通路は主ポンプ206の入口端に連通している。主ポンプ20
6は、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料262を、そのポンプ出口通路270へ吐出し
、こうして、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料262は、ストレーナ-フィルタ部材
272を通過し、好ましくない或いは望ましくない粒子や不純物質が除去される。
【００２０】
　ストレーナ-フィルタ部材272を通過した後、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料
262は、次いで、主ポンプハウジング276の下方領域に形成された水平の第１の出口通路27
4、および、容器またはホッパー226のベース部つまり下方の収集ハウジング部279内に形
成された水平に配向された第２の出口通路278内に流入する。該第２の出口通路は、反対
向きに配置された一対の逆止弁280を介して分配マニフォールド228に連通している。該逆
止弁280は、既述の逆止弁258と同様の逆止弁とすることができる。ホットメルト接着剤そ
の他の熱可塑性材料262は、次いで、鉛直に配向された供給通路234、240の何れか１つと
同様とすることができる鉛直に配向された供給通路282を流通し、インターフェース170、
172と同様のインターフェースへ向け、流体通路178、180の何れか一方と同様とすること
ができる流体供給通路284沿いに流通する。同様に、ホットメルト接着剤その他の熱可塑
性材料262は、上記複数のインターフェースから、流体戻り通路186、188の何れか一方と
同様とすることができる流体戻り通路286、鉛直に配向された戻り通路244、250の何れか
一方と同様とすることができる鉛直に配向された戻り通路288、および、上記逆止弁260と
同様とすることができる反対向きに配置された一対の逆止弁290に沿って収集通路226へ戻
すことができる。
【００２１】
　更に、分配マニフォールド228および容器またはホッパー226の下方の収集ハウジング部
279を着脱自在に結合するために、例えば、一対の回転式クランプ締結組立体のような適
当な締結具を用いることができる。より詳細には、図６に示すように、回転式クランプ締
結組立体の各々は、容器またはホッパー226の下方の収集ハウジング部279の両側面に取付
けられる一対の取付ブロック292、292と、分配マニフォールド228の両側面に取付けられ
る一対のクランプブラケット（一方のクランプブラケット294のみが見える）とを具備し
ている。各クランプブラケット294は概ねC形の断面形状を有し、各取付ブロック292、292
には、外ネジが形成された調節または締結ネジ296、296を受容する内ネジが形成されてい
る。
【００２２】
　回転クランプ部材298が、調節または締結ネジ296の一方に自由に回転できるように取付
けられており、分配マニフォールド228を容器またはホッパー226の下方の収集ハウジング
部279に連結、固定する際、図６に示すように、先ず、クランプ部材298、298が解除位置
に配置される。次いで、取付ブロック292、292およびクランプ部材298、298が取付けられ
ている容器またはホッパー226の下方の収集ハウジング部279が、調節または締結ネジ296
、296の長手の中心軸線に平行に移動して、クランプ部材298、298の拡大部分がC形のクラ
ンプブラケット294を通過する。C形のクランプブラケット294を通過した後、クランプ部
材298、298は、次いで調節ネジまたは締結ネジ296、296を中心として１８０°回転または
回動させらる。そして、調節または締結ネジ296、29６が実施的に締付けられ、クランプ
部材298、298の突出ラグ部がクランプブラケット294に緊密に係合し、容器またはホッパ
ー226の下方の収集ハウジング部279および分配マニフォールド228が緊密に係合する。
【００２３】
　次に、図８を参照すると、図２、５に示す第２の実施形態によるモジュラー式システム
200に類似する、本発明の原理および技術により構成されたホットメルト接着剤その他の
熱可塑性材料を供給するための新規の改良されたモジュラー式システムの第３の実施形態
の全体が参照番号300にて指示されている。第３の実施形態は、後述する点を除いて、図
２、５に示す第２の実施形態によるモジュラー式システム200と同様である。従って、簡
単化のために、第３の実施形態のモジュラー式システム300の詳細な説明は省略し、第２
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と第３の実施形態によるモジュラー式システム200、300の相違点のみ説明する。更に、第
２と第３の実施形態によるモジュラー式システム200、300構成要素は類似するので、第３
の実施形態によるモジュラー式システム300において第２の実施形態によるモジュラー式
システム200に対応する構成要素には、300番台の同じ参照番号が付されている点に注意さ
れたい。より詳細には、第２と第３のモジュラー式システム200、300の１つの相違点は、
第３の実施形態によるもモジュラー式システム300の原理および技術によれば、図５にお
いて参照番号226、279にて指示するホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の容器また
はホッパーおよびその関連する収集ハウジング部が省略され、第２の実施形態によるモジ
ュラー式システム200の特徴であるモジュラー式タンク組立体202に代えて、第３の実施形
態によるモジュラー式システム300は、モジュラー式ポンプ組立体または供給組立体303を
具備し、その中に主ポンプ306と、そのストレーナ-フィルタ部材372とが配設されている
。更に、第３の実施形態によるモジュラー式システム300の原理および技術によれば、モ
ジュラー式計量組立体304は、モジュラー式ポンプ組立体303に直接固定され、該モジュラ
ー式ポンプ組立体と共に一体的に組立体を形成し、かつ、不図示のモジュラー式タンク組
立体が、上記モジュラー式ポンプ組立体から離れた独立のモジュラー構成要素を具備して
いる。エンドユーザまたは顧客の種々の必要性や条件に依存して、或いは、こうした必要
性や条件の関数として構成要素を相互に交換可能なモジュラーコンセプトが更に強められ
る。
【００２４】
　次に、図９を参照すると、図１、３に示した第１の実施形態によるモジュラー式システ
ム100に類似する、本発明の原理および技術により構成されたホットメルト接着剤その他
の熱可塑性材料を供給するための新規の改良されたモジュラー式システムの第４の実施形
態の全体が参照番号400にて指示されている。第４の実施形態は、後述する点を除いて、
図１、３に示した第１の実施形態によるモジュラー式システム100と同様である。従って
、簡単化のために、第４の実施形態のモジュラー式システム400の詳細な説明は省略し、
第４と第１の実施形態によるモジュラー式システム400、100の相違点のみ説明する。更に
、第４と第１の実施形態によるモジュラー式システム400、100構成要素は類似するので、
第４の実施形態によるモジュラー式システム400において第１の実施形態によるモジュラ
ー式システム100に対応する構成要素には、400番台の同じ参照番号が付されている点に注
意されたい。
【００２５】
　より詳細には、第４と第１のモジュラー式システム400、100の１つの相違点は、第４の
実施形態によるモジュラー式システム400の原理および技術によれば、例えば、図３に示
すように第１の実施形態によるモジュラー式システム100の計量ステーション134と同様の
計量ステーション434のような複数の複数の計量ステーションのうち１または複数の計量
ステーションを、或いは複数の計量ステーションの全てをモジュラー式計量組立体404の
外部に、かつ、該モジュラー式計量組立体から遠隔配置することができる。モジュラー式
計量組立体404に対して計量ステーション434を外部に配置すること、および、図９には図
示していないが、分配マニフォールドを内部に配置することに関連して、図９には図示さ
れていないがモジュラー式計量組立体404内に配置されている他の計量ステーションの複
数の計量ギアポンプは、図３に示したモジュラー式計量組立体104の計量ステーション130
、132、136と同様に機能し、モジュラー式計量組立体404内に配置された上記計量ステー
ションからの出力は、モジュラー式計量組立体404の前壁部材418に形成された流体供給出
口ポート420へ流通する。こうして、複数のアプリケータホース422が、各々、複数の流体
供給出口ポート420に連通し、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料がアプリケータ
ヘッド等へ流通するようになっている。
【００２６】
　計量ステーション434の計量ギアポンプの出力に連通、関連しているので、通常、モジ
ュラー式計量組立体404の前壁部材418に形成される流体供給出口ポートは、然しながら、
例えば、計量ステーション434がモジュラー式計量組立体404の外部に遠隔配置されている
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ため、モジュラー式計量組立体404の前壁部材418には形成されず、ホットメルト接着剤そ
の他の熱可塑性材料は、モジュラー式計量組立体404内に配設されている分配マニフォー
ルド内を流通し、そして、モジュラー式計量組立体404の前壁部材418に形成されている出
力供給ポート421から、図３に示すホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料流体供給通
路182に類似し流体供給管路412と同じ構成のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料流
体供給通路482内を流通して、外部に遠隔配置されている計量ステーション434へ出力され
る。同様に、外部の遠隔計量ステーション434からモジュラー式計量組立体404およびその
内部に配設されている分配マニフォールドへ帰還するホットメルト接着剤その他の熱可塑
性材料は、図３に示すホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料流体戻り通路190と同様
の、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料流体戻り通路490に沿って流通し、モジュ
ラー式計量組立体404の前壁部材418に形成された戻り入口ポート423内に流入し、モジュ
ラー式計量組立体404内に配設されている分配マニフォールドへ帰還する。また、上記ホ
ットメルト接着剤その他の熱可塑性材料流体戻り通路は、流体戻り管路414と同様の構成
とすることもできよう。
【００２７】
　次に図１０を参照すると、図１、３、９に示す第１と第４の実施形態によるモジュラー
式システム100、400に類似する、本発明の原理および技術により構成されたホットメルト
接着剤その他の熱可塑性材料を供給するための新規の改良されたモジュラー式システムの
第５の実施形態の全体が参照番号500にて指示されている。第５の実施形態によるモジュ
ラー式システム500は、後述する点を除いて概ね図１、３、９に示す第１と第４の実施形
態によるモジュラー式システム100、400と同様である。従って、簡単化のために、第５の
実施形態のモジュラー式システム500の詳細な説明は省略し、第５と第１と第４の実施形
態のモジュラー式システム500、100、400の相違点のみ説明する。更に、第５と第１と第
４の実施形態のモジュラー式システム500、100、400の構成要素は類似するので、第５の
実施形態によるモジュラー式システム500において第１と第４の実施形態によるモジュラ
ー式システム100、400に対応する構成要素には、500番台の同じ参照番号が付されている
点に注意されたい。
【００２８】
　より詳細には、第５と第１と第４の実施形態のモジュラー式システム500、100、400の
１つの相違点は、図１、３に示す第１の実施形態によるモジュラー式システム100内に示
されているモジュラー式計量組立体104内に配設されている計量ステーション130、132、1
34、136に代えて、そして、図９において、第４の実施形態によるモジュラー式システム4
00内に示されているモジュラー式計量組立体404の外部に配設されている１または複数の
計量ステーション434に代えて、第５の実施形態のモジュラー式システム500の原理および
技術によれば、図１に開示の第１の実施形態によるモジュラー式システム100のモジュラ
ー式計量組立体104内に配設されている計量ステーション130、132、136と同様の複数の計
量ステーションのうち１または複数の計量ステーションで、かつ、該複数の計量ステーシ
ョンの全てではない複数の計量ステーションが、同様にモジュラー式計量組立体504内に
配設することができ、かつ、同時に、例えば、図９に開示のモジュラー式システム400の
モジュラー式計量組立体404に連通する計量ステーション434と同様の複数の計量ステーシ
ョンのうち１または複数の計量ステーションが、モジュラー式計量組立体504から省略さ
れ、例えば、第２のモジュラー式計量組立体505によって置換することができる。該第２
のモジュラー式計量組立体は、第１のモジュラー式計量組立体504内に配設されている第
１組の計量ステーション130、132、134、136と同様の第２組の複数の計量ステーション（
図示せず）を内蔵しており、第１と第２のモジュラー式計量組立体504、505は直列に連通
している。
【００２９】
　より詳細には、通常、モジュラー式計量組立体504内に配設され、かつ、例えば、計量
ステーション134または434と同様の計量ステーションが、第２のモジュラー式計量組立体
505によって置換されている。該第２のモジュラー式計量組立体は、第１のモジュラー式
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計量組立体504の外部に遠隔配置されており、通常、計量ステーション134または434の計
量ギアポンプの出力に各々に連通させるため第１のモジュラー式計量組立体504の前壁部
材518に形成されている流体供給出口ポートは、第１のモジュラー式計量組立体504の前壁
部材518には形成または設けられておらず、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料は
、第１のモジュラー式計量組立体504内に配設された分配マニフォールド内を流通し、そ
して、第１のモジュラー式計量組立体504の前壁部材518に形成された流体供給出口ポート
508と同様の流体供給出口ポート509から、外部に遠隔配置されている第２のモジュラー式
計量組立体505へ供給され、そして、流体供給管路512と同様の流体供給管路513に沿って
流通する。同様に、第２のモジュラー式計量組立体505から第１のモジュラー式計量組立
体504およびその内部に配設されている分配マニフォールドへ帰還するホットメルト接着
剤その他の熱可塑性材料は、流体戻り管路514と同様の流体戻り管路515に沿って流通して
、流体戻り入口ポート516と同様の第１のモジュラー式計量組立体504の前壁部材518に形
成された流体戻り入口ポート517に流入し、第１のモジュラー式計量組立体504内に配設さ
れた分配マニフォールドに帰還する。流体供給出口ポート120、420と同様の複数の流体供
給出口ポート521が、第２のモジュラー式計量組立体505の前壁部材519に形成されており
、かつ、アプリケータホース122、422と同様の複数のアプリケータホース523が、複数の
流体供給出口ポート521に連通するようになっている。こうして、本発明の第５の実施形
態のモジュラー式システム500の原理および技術によれば、互いに異なる遠隔位置に配置
された複数のモジュラー式計量組立体を直列に連結可能となり、アプリケータ等に関連す
る計量ステーションの異なる組を同様に異なる遠隔位置に配置可能となる。
【００３０】
　こうして、本発明の原理および技術によれば、ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材
料を供給するための新規の改良されたモジュラー式システムが開示され、例えば、内部に
配設された複数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の計量ステーションを有した
モジュラー式計量組立体を、モジュラー式ホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料のタ
ンクまたは供給組立体に着脱自在に、かつ、連通するように取付可能となる。或いは、複
数のホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の計量ステーションのうち１つまたは複数
を、モジュラー式計量組立体の外部に、同モジュラー式計量組立体に着脱自在に、かつ、
連通するように配置可能となる。或いは、更に、１または複数の付加的モジュラー式計量
組立体を、最初の或いは元々のモジュラー式計量組立体に着脱自在に、かつ、連通するよ
うに連結可能となる。こうして、モジュラー式システム全体の多用途性と融通性とが増強
され、エンドユーザまたは顧客によって要求されるであろう種々の或いは異なるホットメ
ルト接着剤その他の熱可塑性材料の堆積または塗布処理に効果的に適用可能となる。更に
、計量装置へ供給されるホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料の圧力を個別に制御し
、各計量装置へ供給されるホットメルト接着剤その他の熱可塑性材料が、必要に応じて異
なる作動圧力値を有するようにした閉ループ流体圧制御システムを開示した。
【００３１】
　既述した開示内容に照らし、本発明の多くの変形と修正とが可能であることは言うまで
もない。より詳細には、図示し既に説明した種々のシステム構成要素の配列順序や組合せ
が可能である。例えば、図１、３に示した第１の実施形態によるモジュラー式システム10
0の原理および技術によれば、モジュラー式計量組立体104計量ステーション130、132、13
4、136の全てがモジュラー式計量組立体104内に配設されていたが、例えば、図９に示し
た第４の実施形態によるモジュラー式システム400の原理および技術によるモジュラー式
計量組立体404の計量ステーション434では、１または複数の計量ステーションが、モジュ
ラー式計量組立体404の外部に配設されており、モジュラー式計量組立体504内に配設され
た１または複数の計量ステーションが、モジュラー式計量組立体504から除去され、そし
て、第２のモジュラー式計量組立体505によって置換され、更に、モジュラー式計量組立
体の１または複数の計量ステーションを、特定のモジュラー式計量組立体の外部に配設可
能で、更に、こうした特定のモジュラー式計量組立体の１または複数の他の計量ステーシ
ョンをモジュラー式計量組立体から除去し、他の直列に連結されたモジュラー式計量組立
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体によって置換することが可能である。従って、特許請求の範囲内で、本発明は、ここに
特に開示した形態以外の形態でも実施可能である。
【符号の説明】
【００３２】
　１００　　供給システム
　１０２　　タンク組立体
　１０４　　計量組立体
　１０６　　主ポンプ
　１０８　　流体供給出口ポート
　１１０　　前壁部材
　１１２　　流体供給管路
　１１４　　流体戻り管路
　１１６　　流体戻り入口ポート
　１１８　　前壁部材
　１２０　　流体供給出口ポート
　１２２　　アプリケータホース
　１２６　　ホッパー
　１２８　　計量組立体
　１３０　　計量ステーション
　１３２　　計量ステーション
　１３４　　計量ステーション
　１３６　　計量ステーション
　１３８　　取付ブラケット
　１４０　　取付ブラケット
　１４２　　取付ブラケット
　１４４　　取付ブラケット
　１４６　　計量ギアポンプ
　１４８　　計量ギアポンプ
　１５０　　計量ギアポンプ
　１５２　　計量ギアポンプ
　１５４　　駆動モータ
　１５６　　駆動モータ
　１５８　　駆動モータ
　１６０　　駆動モータ
　１６２　　歯車組立体
　１６４　　歯車組立体
　１６６　　歯車組立体
　１６８　　歯車組立体
　１７０　　インターフェース
　１７２　　インターフェース
　１７４　　インターフェース
　１７６　　インターフェース
　１７８　　流体供給通路
　１８０　　流体供給通路
　１８２　　流体供給通路
　１８４　　流体供給通路
　１８６　　流体戻り通路
　１８８　　流体戻り通路
　１９０　　流体戻り通路
　１９２　　流体戻り通路
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